
つある（第４節）。第５に，水稲では，３

ha以上層の販売農家に作付が集積されつつ

あり，特に作付面積10ha以上層の農家数の

増加率が最も高くなっている（第５節）。

（注１）基幹的農業従事者とは，自営農業に主とし
て従事した世帯員（農業就業人口）のうち，ふ
だんの主な状態が「主に仕事（農業）」である者
をいう。

第１図は，米の需給にかかる主な数値を

まとめたものである。これを見る目的は，

センサスにみる稲作経営の変化の背景とし

て，長期の米需給および価格変化を把握す

るためである。

まず，国内消費量を中心に米の需給の変

化から見ていきたい。米の国内消費量は減

少傾向が続いており，1989年から2006年の

17年間に，平均57,000トン／年のペースで

減少してきた。食管制度の中で外国との貿

易がほとんどなかった米においては，主と

して減少を続ける国内消費量と収穫量のギ

ャップが政府の持越し在庫となって，それ

が生産調整の拡大に反映されてきた。95年

からはミニマムアクセス（MA）米の輸入

が始まり，更に豊作が続いていたこともあ

り，90年代後半に政府米在庫が急増した。

そのため，生産調整はますます強化され，
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情
 勢
 

本稿は，5年ごとに公表されている「農

林業センサス」の2000年と05年版を比較す

ることを通して，稲作経営にかかる最近の

変化を把握することを主な目的としてい

る。稲作経営といっても幅が広いため，稲

作および米にかかる需給や価格の変化を概

観した後，販売農家数，労働力，経営およ

び作付規模の変容に焦点をあてて論じるこ

ととする。

先に本稿の要約を記しておきたい。第１

に，稲作を中心とする販売農家数の減少は

加速しており，稲作を中心とする農家数の

販売農家数に占める割合は低下し続けてい

る（第２節）。第２に，稲作における高齢

化は更に進行している。第３に，基幹的農

業従事者として稲作に新たに加わる農業者

の多数を60歳代が占めている。
（注１）

これは，他

産業に従事していた60歳代の者が定年を契

機として本格的に稲作に従事したケースが

多いためとみられる（第３節）。第４に，

農家以外の事業経営体では，田の経営面積，

稲を作った田の経営面積および借地面積の

いずれも大幅に伸びている。また，稲作に

おける作業受委託では，農家間の受委託か

ら農家と受託組織間の受委託へと変化しつ

農林業センサスにみる稲作経営の変化
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１　米の需給動向
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米の作付面積は減少してきた。

次に，「農業物価指数」を使って米価を

見ると，89年を100

とした指数は，06年

には67まで低下して

いる。

このように，米を

めぐる環境は，米価

の継続的下落や長期

にわたる生産調整の

強化という状況下に

あり，非常に厳しい

ものであった。
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第１表によりセンサスによる販売農

家数の変化を見ると，95年から00年に

おける減少率（△11.9％）以上に，00年

から05年における減少率（△16.0％）が

大きい。そして，販売農家のうち稲作

単一経営農家（以下「稲単一農家」とい

う）と稲作準単一複合経営農家（以下

「稲準単一農家」とする）を稲作農家と

みなすと，いずれの減少率も販売農家

の減少率よりも大きく，かつ減少率は

拡大している。
（注２）

このことは，稲作農家

数の減少が加速していることと，稲作

農家数の販売農家数に占める割合が低

下し続けていることを示している。

一方，農家以外の事業経営体数とそ

のうち稲作単一事業経営体数は，95年

から00年および00年から05年の間にいずれ

も増加している。どちらも前者よりも後者
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   （単位　千戸，千事業経営体，％）

販売農家数（Ａ）   

　うち１０ｈａ以上層 

　うち稲作単一経営農家数（Ｂ）  

　　うち１０ｈａ以上層 

　うち稲作準単一複合経営農家数（Ｃ）  

　　うち１０ｈａ以上層 

（Ｂ）＋（Ｃ）   

［（Ｂ）＋（Ｃ）］／（Ａ）×１００   

農家以外の事業経営体数（販売目的）   

　うち稲作単一事業経営体数  
　うち稲作準単一複合事業経営体数  

資料　農林水産省「農林業センサス」（各年版）  

第1表　農業経営体数の推移 
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０．２ 

△２９７ 

ー 

６．２ 
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ー 

０５/００ 

△１１．９ 

１．０ 

△１５．０ 

△０．４ 
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２８．６ 
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ー 
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５．３ 
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８２．２ 
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ー 
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実数 増減 増減率 

米価（指数） 

資料　各数値は次の資料による。  
　　米消費量･･･「食糧需給表」, 米収穫量・作付面積・単収･･･「作物統

計」, 持越在庫量・生産調整目標 （計画）面積・ＭＡ米輸入量･･･「米
麦データブック」, 米価（指数）･･･「農業物価統計」  

（注）１　持越在庫量は９８年まで１０月末, ９９年から６月末の数字。  
２　生産調整目標（計画）面積は, ０４年から生産目標数量となった。
図は０４年以降を０３年の生産調整目標（計画）面積と同じとして
描いている。 

４００ ２５０ 
（万トン） （万ｈａ） 
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（万トン） 

１１０ 
（１９８９年＝１００） 

１００ 
９０ 
８０ 
７０ 
６０ 

１，１００ 
１，０００ 
９００ 
８００ 

７００ 

３００ 
２５０ 
２００ 
１５０ 
１００ 
５０ 
０ 

第1図　米需給・米価等の推移（１９８９-２００７年） 

収穫量 

消費量 
（粗食料） 

０７ ８９年 ９１ ９３ ９５ ９７ ９９ ０１ ０３ ０５ 

持越在庫量 

MA米 
輸入量 

作付面積（右目盛） 

生産調整目標 
（計画）面積 
（右目盛） 

２　稲作農家数の動向
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の伸び率が高く，稲作単一事業経営体数が

農家以外の事業経営体数に占める割合は，

販売農家とは逆に高まっているのが特徴的

である。
（注２）「稲単一農家」とは，総販売額の80％以上
を稲作から稼得している販売農家のことであり，
「稲準単一農家」とは，総販売額の60％以上80％
未満を稲作から稼得し，かつ他（例えば
露地野菜作）も複合経営している販売
農家のことである。

次に，稲作経営における労働力を，

「稲単一農家」における基幹的農業

従事者数によって見ることとする。
（注３）

05年における販売農家の基幹的農

業従事者数は224万人であり，00年

に比べ6.6％減少した。「稲単一農家」

の基幹的農業従事者数は64万人と販売

農家の29％を占め，00年に比べて5.0％

減少した。

05年の基幹的農業従事者を経営組織

別かつ年齢階層別に見たものが第２図

である。一見してわかるように，「稲

単一農家」における基幹的農業従事者

数（図中の稲作）が最も右に張り出し

ている。これは，「稲単一農家」にお

ける基幹的農業従事者が高齢者に最

も偏っていることを示している。例

えば，「稲単一農家」の基幹的農業

従事者に占める65歳未満の従事者の

割合は29％で65歳以上は71％，75歳

未満は75％で75歳以上は25％を占め

ている。
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また，｢稲単一農家｣における基幹的農業

従事者数について00年と05年センサスを比

較してみると，05年が00年に比べ右側に張

り出しており，５年間で更に高齢化が進ん

だことがわかる（第３図）。

最後に，第２表によって「稲単一農家」
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２５％ 

酪農 
養豚 
施設野菜 
露地野菜 
麦類作 
稲作 

７１％ 

資料　第１表に同じ 

１００ 
９０ 
８０ 
７０ 
６０ 
５０ 
４０ 
３０ 
２０ 
１０ 
０ 

（％） 

第2図　経営組織別にみた年齢階層別基幹的 
農業従事者の割合（累積）　 
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〜
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５９ 
〜
  
６０ 
 
６４ 
〜
  
６５ 
 
６９ 
〜
  
７０ 
 
７４ 
〜
  
７５ 
以上 

３　労働力の動向

資料　第１表に同じ 

１００ 
９０ 
８０ 
７０ 
６０ 
５０ 
４０ 
３０ 
２０ 
１０ 
０ 

（％） 

第3図　「稲単一農家」の基幹的農業従事者数の 
割合（累積）の変化        　　 
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〜
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〜
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６４ 
〜
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〜
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〜
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以上 

００年の従事者数 

０５年の従事者数 

（単位　人）

２０ー２９歳 
３０ー３９歳 
４０ー４９歳 
５０ー５９歳 
６０歳以上 

資料　第１表に同じ 

第2表　「稲単一農家」の基幹的農業従事者にみる 
同世代人の増減　　　　　　　 

９５年の年齢 

３０ー３９歳 
４０ー４９歳 
５０ー５９歳 
６０ー６９歳 
７０歳以上 

０５年の年齢 

３，３８５ 
１８，１１６ 
５８，３８９ 
１２１，８７１ 
５１３，３０３ 

９５年センサス 

６，６５６ 
２１，１３１ 
７４，８８４ 
２１６，８８８ 
３２１，４７０ 

０５年センサス 

３，２７１ 
３，０１５ 
１６，４９５ 
９５，０１７ 

△１９１，８３３ 

増減 
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における基幹的農業従事者について，年齢

階層別にもう少し詳しく見ておきたい。表

は，年齢階層別（10歳区切り）の基幹的農

業従事者数を，95年センサスと05年センサ

スとで比較してみたものである。例えば，

95年時点の20－29歳の階層は，10年後の05

年では30－39歳に移動したとみなすことが

でき，この２つの数値を比較することで10

年間の各年齢階層の増減を見ることができ

る。

最も人数が増加していた階層は，95年セ

ンサスで50－59歳に属し，05年は60－69歳

に属していた階層であり，10年間で約

95,000人増えている。

この階層には，95年か

ら05年の間に定年を迎

えたとみられる者が含

まれ，これまで稲作に

従事してきた親などの

リタイアや，自らの定

年を契機として本格的

に稲作に従事しはじめ

たケースが多かったも

のと思われる。

（注３）「稲準単一農家」
における年齢別基幹的
農業従事者数は，セン
サスでは集計対象外と
なっている。
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まず，稲を作った田の経営面積について

見ることとしたい。販売農家の田の経営面

積（以下「田面積」という）のうち稲を作

った田の経営面積（以下「稲作付面積」と

いう）は，00年の162万haから05年には149

万haへ減少した（第３表）。その一方で，

販売農家のうち10ha以上層の「稲作付面積」

は，00年の14万haから05年には17万haへと

増加しており，大規模経営農家の「稲作付

面積」が占める割合は高まっている。
（注４）

また，
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４　経営面積の動向

（単位　千ｈａ，％）

経営面積 
（田） 

作業受託  
面積 

経営面積 
（稲を作っ 
た田） 
 

借地面積 
（田） 

販売農家  

　うち１０ha以上層 

農家以外の事業経営体 

合計  

販売農家  

　うち１０ha以上層 

農家以外の事業経営体 

合計 

販売農家  

　うち１０ha以上層 

農家以外の事業経営体 

合計 

販売農家  

うち１０ha 
以上層 

農家以外の 
事業経営体 

農業サ－ビス 
事業体 

全作業 
部分作業 

全作業 
部分作業 

全作業 
部分作業 

全作業 
部分作業 

資料　第１表に同じ        
（注）１　作業受託面積欄の部分作業は稲刈・脱穀の数字。        

２　統計の連続性の観点から, 作業受託面積欄の「うち１０ｈａ以上層」は水稲部門の作付
面積別から取った。   
３　農業サービス事業体とは, 農業事業体から委託を受けて農作業を行う事業所のこと
（農業事業体は除かれる）。   

 第3表　農業経営体の経営・借地および作業受託面積の推移 
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農家以外の事業経営体における「稲作付面

積」も，00年の２万haから05年には４万ha

へと増加しており，法人経営など農家以外

の大規模な経営体の割合も高まっている。

次に田の借地面積（以下，「田借地面積」

とする）を見ると，販売農家では，00年の

36万haから05年には42万haへ増加してい

る。販売農家のうち大幅に伸びたのは10ha

以上層であり，00年の７万haから05年には

12万haへ増加した。また，農家以外の事業

経営体の「田借地面積」の伸びも大きく，

00年の３万haから05年には７万haへと大幅

に増加した。

更に，作業受託面積についてみておく。

作業受託は全作業受託と部分作業受託とに

分けられ，部分作業受託は作業別に分かれ

ているが，本稿では全作業受託と部分作業

受託のうち稲刈・脱穀の２つを表に掲げ

た。これを見ると，00年から05年の間に全

作業受託面積は販売農家で減少する一方

で，10ha以上層の販売農家，農家以外の事

業経営体および農業サービス事業体では増

加している。特に農家以外の事業経営体の

伸びが大きく，00年センサスでは10ha以上

層と同程度の受託面積であったが，その差

が開きつつあることがわかる。作業受委託

は，農家間の受委託から農家と受託組織間

の受委託へと変化しつつあることが窺え

る。

最後に特徴的な点をまとめておくと，農

家以外の事業経営体については，「田面積」，

「稲作付面積」および「田借地面積」のい

ずれも増加している。この経営面積の拡大
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は，主に借地によるものである。そして，

農家以外の事業経営体の面積増加の理由の

一部には，大規模層を中心に農家から農家

以外の経営事業体への転換があったと見ら

れる。一方，販売農家については，「田面

積」および「稲作付面積」は減少している

が，「田借地面積」は増加しており，その

ほとんどが10ha以上層の増加による。これ

は借地による大規模農家への田の集積がな

されていることを意味しているものと思わ

れる。但し，販売農家の「田面積」に占め

る10ha以上層の割合は，05年において

13.5％に過ぎないことには留意する必要が

ある。

（注４）本稿が10ha以上層を内訳として掲げたのは，
稲作を中心とした販売農家が一般世帯の勤労者
並みの所得を得ることを考慮したためである。
06年の「生産費調査」によれば，全国平均で
10ha以上層の稲作所得は約44,000円／10aで，
10haでは約440万円の稲作所得となる。「国民生
活基礎調査」によれば，06年度の世帯あたり平
均所得は563万円で，中央値は458万円となって
いる。

ここでは水稲作付規模別の販売農家数の

動向を見る。

第４図は00年における販売農家の水稲作

付規模を同図縦軸にあるような階層に区切

り，05年において各農家の作付規模がどう

変化したかを見たものである。例えば，00

年における10ha以上層を見ると，05年には

離農した農家（00年に10ha以上層に属してい

た販売農家数のうちの5.7％），自給的農家と

なったもの（同0.6％），作付規模を縮小し

48 - 598

５　水稲の作付規模の動向
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が増えており，10ha以上層で増加率が最も

高い。このように，全体として作付面積が

減少している中でも，より大規模な層へ水

田が集積され，水稲の作付規模の大きな農

家が生まれていることがわかる。

棒グラフは販売農家数の増減要因を２つ

に分解したものである。網掛けとなってい

49 - 599

10ha未満のいずれかの層へ移動した農家

（同17.5％），引き続き10ha以上層に属す作

付規模を維持している農家（同76.3％）な

どに分かれる。10ha以上層の上に階層がな

いので，それ以上の規模拡大を行った農家

も全てこの階層に含まれる。注目したいの

は，同じ作付規模階層で見た場合，規模縮

小が規模拡大の数を上

回っている層が多いこ

とである。0.5haから

７ha未満の全ての層が

これに該当する。作付

規模を縮小した農家の

割合が高いのは，田の

貸出しによる経営面積

の減少に加え，この間

の生産調整面積の拡大

による作付規模の減少

が影響しているのでは

ないかと思われる。
（注５）

第５図は，00年から

05年の間の作付規模別

の販売農家数の変化と

その要因を見ている。

折れ線グラフは，その

階層に属す農家数の増

減率である。これを見

ると，３ha未満層では

全ての階層で農家数が

減少しており，減少率

は小規模層で高い傾向

にある。３ha以上層で

は全ての階層で農家数

資料　第１表に同じ 
（注）　販売農家のみを集計。但し, ００年において販売農家であったが０５年に不明となった農

家は除いた。 
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第4図　販売農家の水稲作付規模の変化 
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資料　第１表に同じ 
（注） 下位階層との移動については, 下位階層への流出, 自給的農家となった者および離農

者が含まれており, 「稲を作った田なし」の場合に下位階層との移動の計数がでてくる。 
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第5図　水稲作付規模別販売農家数変化の要因分解 
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つ下の階層へ移動した農家は，経営耕地の

貸与だけでなく生産調整による作付面積の

減少の影響があるものと思われる。
（注５）内田（2008）は稲作に限らず農業全般にか
かる経営規模階層別の検討を行っているので参
照されたい。

次回2010年センサスでの稲作に関する注

目点のひとつに，販売農家数と事業経営体

数の変化があると思う。これは，水田経営

所得安定対策への対応による集落営農組織

が増加したからである。これにより，販売

農家数の減少と農家以外の事業体の増加が

顕著に現れることが想定される。もちろん

それとともに，経営面積や借地面積など

様々な統計数値に大きな変化が現れること

となろう。今後の動きに注目したい。
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る棒は下位階層との移動を表している。具

体的には，当該階層への下位階層からの流

入が当該階層から下位階層への流出より多

いか少ないかを表しており，多い場合には

増加となっている。斜線となっている棒は

上位階層との移動を表している。具体的に

は，当該階層への上位階層からの流入が当

該階層から上位階層への流出より多いか少

ないかを表しており，多い場合には増加と

なっている。

販売農家数の増減要因について，３ha以

上層は，上位階層への流出を上回る下位階

層からの流入があり増加している。一方，

0.7ha未満層は，上位階層からの流入を上

回る下位階層への流出があり減少してい

る。中間の0.7haから３ha未満の層は，下

位階層への流出と上位階層への流出が重な

ったため減少していることがわかる。

図には示していないが，階層移動は１つ

上の階層または１つ下の階層に移動するも

のが多い。１つ上の階層へ移動した農家は，

生産調整の拡大が継続して実施されてきた

ことを考えると，作付規模の拡大以上に経

営規模を拡大したと考えられる。反対に１
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おわりに

－次回センサスでの注目点－


